
令和３年度 事業計画書 

 

１．事業活動方針 

 現在の日本では、昨年から続く、新型コロナウイルス感染症による、緊急事態宣言再発出

もあり、経済や日常生活は、引き続き厳しい状況が続いております。 

当シルバー人材センターにおいても、昨年は、感染予防対策を徹底し、事業を運営して参り

ました。 

 本年度は、一昨年度策定されました、第３次中期事業計画の見直しの年となっております、

各分野において、計画の進捗状況を精査し、情勢に見合った計画を、再提起し、より良いシ

ルバー人材センターを目指します。 

 

２．事業内容 

 【１】受託事業の拡大 

    （１）事業目標 

項  目 当年度目標値 前年度目標値 前 年 比 

会員数   （人） ３０８ ２９２ １０５．５％ 

契約金額 （千円） １３３，６４３ １２６，４３０ １０５．７％ 

就業率   （％） ８４ ８６ ９７.７％ 

受託件数  （件） １８９０ １８００ １０５％ 

 

（２）会員増強 

① 入会説明会を定期的に開催する。（年１２回） 

② 顧客や会員などの口コミにより入会促進を図る。 

③ 会員募集チラシの全戸配布を継続的に実施する。 

④ 町広報誌や、公共施設を活用し、広く町民に告知する。 

⑤ 退会者の退会理由の要因分析を実施し対策を講じる。 

⑥ ホームページを活用し、就業情報を定期的に提供する。 

⑦ 入会促進ビデオを有効活用する。 

⑧ 会員のネットワークを活用し、居住地域ごとに入会促進を図る。 

⑨ 社会参加活動（教室・講座）を通じたセンターの周知・会員獲得を図る。 

⑩ ゴールド会員制度創設のための調査研究を行う。 

⑪ 会員獲得推進委員を設置し、戸別訪問等により、入会促進を図る。 

⑫ 会員紹介運動の実施。入会者・紹介者に対する特典付与等を検討する。 

⑬ 女性正会員数の拡充を図る。 

  



    (３)就業機会の開拓 

① 顧客へセンターの業務内容や受託可能な職種をＰＲする。 

② 未就業会員解消への取り組みを積極的に実施する。（就業相談、声掛け） 

③ お仕事（就業機会）募集チラシの配布。 

④ 会員の特技、資格、経験の再精査をして就業に結び付ける。 

⑤ 企業等に請負、委任事業以外に派遣事業もＰＲして就業形態の多様化を図

る。 

⑥ 臨時職員の採用を検討する。（発注者訪問、事務補佐） 

⑦ 高齢者活躍人材確保育成事業の活用（シルバー人材センターに関する周

知・広報）を推進する。 

⑧ 減少傾向にある公共事業については受託条件の精査・改善を図る。  

⑨ 新規事業開拓 

ア）寒川町が推進する介護保険・生活支援サービス事業（訪問型サービ

ス A）を開始する。 

イ）寒川町内の空き家対策に対応するための体制づくりの推進。 

ウ）農地・休耕地対策につながる就業機会の調査研究 

エ）諸事情により墓地清掃ができないご家庭の清掃代行業務の調査研究 

⑩ 女性会員の就業機会（子育て支援等）確保に向けた調査研究 

 【２】シルバー派遣事業の推進 

    派遣事業にて新規職種開拓を行う。 

 【３】有料職業紹介事業の推進 

    臨時的・短期的な雇用を求めている高齢者に随時職業紹介を行う。 

【４】就業に必要な知識及び技能習得のための講習会を開催 

① 職種や安全操作の必要な講習会を継続する。（植木・襖・刈払い機） 

② 就業需要の有る職種を研究し、その職種の実施に向け必要な講習会を開催す

る。（役場、社協と連携し来年度開始予定の訪問型サービス事業の基盤づくり） 

③ 会員の持っている技術・技能・資格・経験等を整理し、活用できる職種に合

った講習会を実施する。 

④ 技能職種班に技術・技能伝承の講習会を実施する。 

 【５】普及啓発活動の展開 

① 会報誌「シルバーさむかわ」を発行する。 

② 「事務局だより」（Ａ４）を発行し、理事会、委員会、事務局等からの情報提

供の場とする。 

③ ホームページの適宜更新を含め、内容を常に見直し、入会者及び新規顧客の

獲得を図る。 

④ ＰＲチラシの配布（全戸配布又は地区限定配布）を行う。 

⑤ 賛助会員の募集を図る。 

 



【６】安全就業の推進及び交流事業の推進 

① 安全就業推進委員会にて安全対策方針を策定する。 

② 安全講習会の開催をする。 

③ 会員交流事業（互助会・サークル等）を推進する。 

④ 会員ボランティア活動を継続する。 

【７】独自事業の展開 

   ① パソコン教室の開催 

   ② ガーデニング教室の開催 

   ③ 休耕地を活用した市民農園（シルバー農園）を開設する。 

【８】第３次中期事業計画の中間見直し 

  2019 年に策定された第 3 次中期事業計画について 2 年が経過したので進捗状況

を精査し、残期間の見直しを行う。 

【９】その他 

   ① 就業に関する相談を随時実施 

② その他必要な事業を随時実施 

     

 

 


